
オープンアクセスリポジトリ推進協会設立総会議事次第 
 
日時：平成 28 年 7 月 27 日（水）13：30～15：40 
場所：学術総合センター 中会議場 
 
議事： 
１）開会挨拶  
２）オープンアクセスリポジトリ推進協会設立の経緯と趣旨について （資料１） 
３）オープンアクセスリポジトリ推進協会会則案について （資料２） 
４）オープンアクセスリポジトリ推進協会会長選出について  
５）オープンアクセスリポジトリ推進協会監事選出について  
６）オープンアクセスリポジトリ推進協会運営委員会規程案について （資料３） 
７）オープンアクセスリポジトリ推進協会会費規程案について （資料４、５） 
８）平成 28 年度機関リポジトリ推進委員会作業部会、タスクフォース 

活動計画案・予算案について 
（資料６） 

９）質疑応答  
１０）閉会挨拶  

 
資料： 
 １）  オープンアクセスリポジトリ推進協会設立の経緯と趣旨 
 ２）  オープンアクセスリポジトリ推進協会会則（案） 
 ３）  オープンアクセスリポジトリ推進協会運営委員会規程（案） 
 ４）  オープンアクセスリポジトリ推進協会の会費について 
 ５）  オープンアクセスリポジトリ推進協会会費規程（案） 
 ６－１） 平成 28年度機関リポジトリ推進委員会作業部会、タスクフォース活動計画（案） 
 ６－２）平成 28 年度機関リポジトリ推進委員会作業部会、タスクフォース予算（案） 
 参考） オープンアクセスリポジトリ推進協会参加機関一覧 
 



オープンアクセスリポジトリ推進協会

設立の経緯と趣旨

平成28年7月27日同設立総会

機関リポジトリ新協議会（仮称）設立準備会

筑波大学 江川和子

資料 No.1

オープンアクセスリポジトリ推進協会は、日本における機関
リポジトリを振興・相互支援することを目的とし、国公私立大
学図書館協力委員会と国立情報学研究所の間の連携・協
力協定に基づき、平成28年7月に設立される新しいコミュニ
テイです。



平成17年2月 千葉大学学術成果リポジトリ（CURATOR）

平成17年 学術機関リポジトリ構築連携支援事業委託事業開始

平成18年11月 デジタルリポジトリ連合（DRF）第1回ワークショップ

平成24年4月 国立情報学研究所共用リポジトリサービス（JAIRO Cloud） 開始

平成25年3月 学術機関リポジトリ構築連携支援事業委託事業終了

平成25年4月 博士論文のインターネット公開義務化

平成25年8月 （大学図書館と国立情報学研究所との）連携・協力推進会議の下に
機関リポジトリ推進委員会（IRPC）設置

国内のリポジトリをめぐる動向

協会設立の背景

• 世界的規模で、公的研究資金の助成機関による研究成
果のオープンアクセスの義務化が具体化されつつある。

• 学術研究成果のオープンアクセス化に寄与することは、
単に図書館の活動にとどまるものではなく、研究者や大
学・研究機関にとっての必須条件となりつつある。

• 大学図書館に求められる対応：研究成果の発信の普及・
定着、人材育成、機関リポジトリシステムの機能改善お
よび共同運営の推進、等。

→国内の大学・研究機関の力を結集

→機関リポジトリの課題解決に取り組む新しいコミュニティ



平成27年7月7日 第10回大学図書館と国立情報学研究所との連携・協力推進会議
機関リポジトリ推進委員会が中心となって新協議会（仮称）設
立に向けて検討を進めることを承認

平成27年10月8日 機関リポジトリ推進委員会
機関リポジトリ新協議会（仮称）設立準備会を設置

← 機関リポジトリ推進委員会
← デジタルリポジトリ連合（DRF）
← JAIRO Cloud参加館
← 国立情報学研究所

平成28年2月23日 第11回大学図書館と国立情報学研究所との連携・協力推進会議
「リポジトリ推進協会」（新協会）設置提案を承認

平成28年3月24日 設立準備会
新協会の名称を「オープンアクセスリポジトリ推進協会」に確定

平成28年4月14日 国公私立大学図書館協（議）会に対し
「オープンアクセスリポジトリ推進協会」の設立と設立総会の開
催について（通知）

平成28年7月 設立総会開催

正式申込み開始

平成29年4月 会費徴収開始（※自立的な運営を目指す）

当面の重点目標

• オープンサイエンスを含む学術情報流通の改善

• 機関リポジトリシステム基盤（JAIRO Cloud）の共同
運営と有効活用

• 機関リポジトリ公開コンテンツのさらなる充実

• 担当者の人材育成のための研修活動

• 国際的な取組みに対する積極的連携
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オープンアクセスリポジトリ推進協会 会則（案） 
 

平成   年   月   日 
制       定 

 
第１章 総則 

 
（設置） 

第１条 本会は、オープンアクセスリポジトリ推進協会（以下「協会」という。）と称する。

英語名称は、Japan Consortium for Open Access Repository とし、略称を JPCOAR
とする。 

 
（目的） 

第２条 協会は、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所と国公私

立大学図書館協力委員会との間における連携・協力の推進に関する協定書第２条第１項

第２号に掲げる、機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築を推進し、コミ

ュニティの強化と、我が国のオープンアクセス並びにオープンサイエンスに資すること

を目的とする。 
 
（定義） 

第３条 この会則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 
一 リポジトリ 実験や調査で得られたデータなどの学術成果物を生成するまでに収集

される中間生成物（以下「研究データ」という。）を含め、学術的な情報を電子的に保

存し公開するものをいう。 
二 機関リポジトリ 大学その他の機関が、その構成員が生成した学術論文その他の学

術成果物を電子的に保存し公開するものをいう。 
三 オープンアクセス リポジトリ等を利用して学術論文等の学術成果物を無料で公開

することをいう。 
四 オープンサイエンス 学術論文等の完成された学術成果物のみならず、リポジトリ

等を利用して研究データ等の中間的な生成物を活用できる形で公開することをいう。 
 
（事業） 

第４条 協会は、第２条の目的を達成するために次の重点目標を掲げ、事業を実施する。 
一 オープンサイエンスを含む学術情報流通の改善 
二 リポジトリシステム基盤の共同運営と有効活用 
三 リポジトリ公開コンテンツのさらなる充実 
四 担当者の人材育成のための研修活動 
五 国際的な取組みに対する積極的連携 
六 前各号のほか、協会の目的を達成するために必要な事業 

 

資料 No.2 
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第２章 組織 
 
（会員の資格） 

第５条 協会の会員資格は次のとおりとする。 
一 国立大学図書館協会、公立大学協会図書館協議会、私立大学図書館協会のいずれかに

属する図書館 
二 国立情報学研究所共用リポジトリサービスを利用する機関のリポジトリを担当する

部局等 
三 国立情報学研究所 
四 その他、協会の目的に賛同する大学図書館等の施設であって、第１０条に定める総会

において承認されたもの 
 
（会長） 

第６条 協会に会長を置く。 
２ 会長は、第１０条に定める総会において、会員の中から選出する。 
３ 会長の任期は１年とし、期間は４月１日から翌年３月３１日までとし、再任を妨げな

い。ただし、引き続き３年を超えて在任することはできない。 
４ 会長に選出された会員の長は、協会を代表する。 
 
（監事） 

第７条 協会に監事２を置く。 
２ 監事は、第１０条に定める総会において、会員の中から選出する。 
３ 監事の任期は１年とし、期間は４月１日から翌年３月３１日までとし、再任を妨げない。

ただし、引き続き２年を超えて在任することはできない。 
４ 監事に選出された会員の長又は長を代理する者は、協会の会計を監査し総会で報告す

る。 
 
（運営委員会） 

第８条 協会を運営するために運営委員会を設置する。 
２ 前条第４項の者は、運営委員会の委員になることができない。 
３ その他、運営委員会に関し必要な事項は、別に定める。 
 
（事務局） 

第９条 協会の事務局は、国立情報学研究所に置く。 
 

第３章 総会 
 
（総会） 

第１０条 会長は、毎年１回通常総会を招集しなければならない。 
２ 会長は、必要があると認めるときは、臨時総会を招集することができる。 
３ 前項に定めるもののほか、会員の１０分の１以上から総会の招集を請求されたときは、
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会長は、臨時総会を招集しなければならない。 
４ 臨時総会は、会員に文書等で議事に対する賛否を問うことにより代えることができる。 
 
（議長） 

第１１条 議長は、第６条第４項の者が務める。 
 
（定足数） 

第１２条 総会は、会員の過半数の出席をもって成立する。なお、委任状の提出をもって出

席に代えることができる。 
 
（議事） 

第１３条 次の事項は、通常総会において、承認を得なければならない。 
一 年度事業の実施および計画に関する事項 
二 会費の徴収および会計に関する事項 
三 その他、必要とされる事項 

 
第４章 参加及び脱退 

 
（参加及び脱退） 

第１４条 協会に参加を希望するものは、別に定める参加申請書を会長に提出しなければ

ならない。 
２ 協会からの脱退を希望する会員は、会長に脱退届を提出しなければならない。 
３ 会員の参加又は脱退に関する処理は運営委員会で行い、総会で報告する。 
 

第５章 会計 
 
（会計年度） 

第１５条 協会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌３月３１日に終わる。 
 
（会費） 

第１６条 会員の会費に関し必要な事項は、別に定める。 
 

第６章 会則の変更等 
 
（会則の変更） 

第１７条 この会則は、総会において会員総数の３分の２以上の同意がなければ、変更する

ことができない。 
 
（解散） 

第１８条 協会を解散する場合は、総会において会員総数の４分の３以上の同意がなけれ

ばならない。 
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第７章 雑則 

 
第１９条 この会則に定めるもののほか、この会則の施行について必要な事項は、別に定

める。 
 
 

附 則 
本会則は、平成   年   月   日から施行する。 



 

オープンアクセスリポジトリ推進協会運営委員会規程（案） 
 

平 成  年  月  日 
制 定 

 
（設置） 

第１条 オープンアクセスリポジトリ推進協会会則（以下「会則」という。）第８条の規定に基づ

き、オープンアクセスリポジトリ推進協会運営委員会（以下「運営委員会」という。）を置く。 
 
（目的） 

第２条 運営委員会は、オープンアクセスリポジトリ推進協会（以下「協会」という。）の円滑

な運営のため、会則第４条に定める事業を企画・立案し、実施することを目的とする。 
 

（委員） 
第３条 運営委員会は、協会会員である施設等の職員１５名以内により組織する。 
２ 運営委員会の委員は、会則第１０条の総会（以下「総会」という。）において決し、会則第６

条第４項の者が委嘱する。 
３ 総会で必要と認められた場合、協会会員である施設等の職員以外の者を委員とすることがで

きる。なお、この場合の委員も第１項に定める定員に含むものとする。 
 

（委員の任期） 
第４条 委員の任期は１年とし、期間は４月１日から翌年３月３１日までとする。ただし、再任

を妨げない。 
 
（委員長） 

第５条 運営委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は委員の互選により選出する。なお、再任を妨げない。 
３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を行う。 
 
（作業部会） 

第６条 運営委員会は、必要に応じて作業部会を設置することができる。 
２ 作業部会は次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 運営委員会の委員 
二 前号に該当しない協会会員である施設等の職員 
三 その他、運営委員会で必要と認められた者 

３ 作業部会に主査を置く。主査は、前項第１号の委員のうちの一をもって充てる。 
４ 主査及び作業部会員は、委員長が委嘱する。 
５ 作業部会員の任期は１年とし、期間は４月１日から翌年３月３１日までとする。ただし、再

任を妨げない。 
６ 作業部会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

資料 No.3 



 

 
（庶務） 

第７条 運営委員会の庶務は、協会の事務局において処理する。 
 
（雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、運営委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 
 

附 則 
この規程は、平成  年  月  日から施行する。 

 
附 則 

 第３条の規定に関わらず、当面は大学図書館と国立情報学研究所との連携・協力推進会議の下

に設置された機関リポジトリ推進委員会をもって運営委員会に代える。 



オープンアクセスリポジトリ
推進協会の会費について

機関リポジトリ新協議会（仮称）設⽴準備会
⽴教⼤学 宇佐⾒ 博

資料 No.4

会費の考え⽅

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会1

会費の区分
基本会費：全機関対象
JAIRO Cloud利⽤料⾦：
JAIRO Cloud参加機関対象

機関の構成員数（常勤の教員・研究者数）に応じ
た料⾦（基準⽇：前年度末⽇現員）。

事業内容等の変化を考慮し、H29‐31年度の額を設
定。会費徴収は平成29年度から



基本会費

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会2

基本会費の区分

機関の構成員数（常勤の教員・研究者数）に応じた
料⾦。

常勤の教員・研究者を置かない機関は区分A。

JAIRO Cloud利⽤料⾦の考え⽅

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会3

会費の区分

別表参照

機関の構成員数（常勤の教員・研究者数）に応じ
た料⾦。

それを超えた場合は、100⼈単位で4万円ずつ上昇。

構成員数1,501⼈以上は⼀律64万円。



JAIRO Cloud利⽤料⾦表

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会4

区分 構成員数 JAIRO Cloud
利⽤料⾦（税抜き・年額）

１ 1 〜 100⼈ 40,000円
２ 101 〜 200⼈ 80,000円
３ 201 〜 300⼈ 120,000円
４ 301 〜 400⼈ 160,000円
５ 401 〜 500⼈ 200,000円
６ 501 〜 600⼈ 240,000円
７ 601 〜 700⼈ 280,000円
８ 701 〜 800⼈ 320,000円
９ 801 〜 900⼈ 360,000円
１０ 901 〜 1,000⼈ 400,000円
１１ 1,001 〜 1,100⼈ 440,000円
１２ 1,101 〜 1,200⼈ 480,000円
１３ 1,201 〜 1,300⼈ 520,000円
１４ 1,301 〜 1,400⼈ 560,000円
１５ 1,401 〜 1,500⼈ 600,000円
１６ 1,501⼈〜 640,000円

利⽤料⾦表の作成にあたって

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会5

 JAIRO Cloud参加機関の構成を調査。
 JAIRO Cloudのコストは、基本的にコンテンツの数量
に依存していない。ほとんどが固定費。

⼤規模機関に⼩規模機関をサポートしてもらうため
に、機関の規模（＝構成員数）に応じた体系を採⽤
した。

また、コンテンツ数を料⾦体系に組み込むと、コン
テンツ登録を暗に抑⽌するおそれがあり、それは
オープンアクセス・コンテンツの拡⼤に寄与すると
いう理念に反することになりかねないので、従量課
⾦の考え⽅は採⽤していない。



会費処理スケジュール

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会6

会員機関は、毎年、協会の事務局が指定す
る期⽇までにお⽀払い。

構成員数の確認⽅法を含め、詳細は、現在
検討中。

会費の⽤途

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会7

基本会費
→ 基礎的活動費（会議開催費、事

務局⼈件費等）
JAIRO Cloud利⽤料⾦

→ JAIRO Cloudの運⽤にかかる経費
（システム経費・運⽤経費等）



現時点の経費想定

2016/7/27オープンアクセスリポジトリ推進協会設⽴総会8

活動経費（概算）（千円） 財 源（概算）（千円）

活動費
・事業費（研修，イベント開催，海外調査）3,700
・事務費（消耗品等） 560
・旅費（委員会開催等） 3,500
事務協⼒費（事務局専任職員1名分） 3,500

基本会費 11,060
研修会費等の収⼊ 200

⼩計11,260 ⼩計11,260

JAIRO Cloud 運営費
・運⽤費（システム） 36,000
・運⽤費（サポート） 11,500
・⼈件費 4,000

JAIRO Cloud開発費 33,000

JAIRO Cloud利⽤料 28,000
国⽴情報学研究所の補填 23,500

国⽴情報学研究所の負担 33,000

⼩計84,500 ⼩計84,500 

合計 95,760 合計 95,760
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オープンアクセスリポジトリ推進協会会費規程（案） 
平成   年   月    日 
制 定 

 
（総則） 

第１条 オープンアクセスリポジトリ推進協会（以下、「協会」という。）の会則第１６条

に基づき、協会の会費に関して必要な事項を定めるものとする。 
 
（会費の区分） 

第２条 協会の会費は、以下の各号に掲げる区分で構成する。 
一 基本会費 
二 JAIRO Cloud 利用料金 

 
（基本会費） 

第３条 第２条第１号の基本会費は、別紙１の表１「基本会費」のとおりとする。 
２ 協会は、支払済みの会費を返還しない。 
 
（JAIRO Cloud 利用料金） 

第４条 第２条第２号の JAIRO Cloud 利用料金は、別紙２の表２「JAIRO Cloud 利用料

金」のとおりとする。  
２ JAIRO Cloud サービスの利用を希望する機関は、前条で定める基本会費に加え、前項

で定める JAIRO Cloud 利用料金を支払うものとする。 
３ 協会は、支払済みの JAIRO Cloud 利用料金を返還しない。 
 
（基本会費の納入） 

第５条 会員は、毎年、協会の事務局が指定する期日までに基本会費全額を納入するもの

とする。 
２ 基本会費の分納は、認めないものとする。 
３ 基本会費は、協会の事務局が指定する金融機関に振り込むものとする。 
４ 年度の途中から入会した場合は、原則として、入会が承認された翌月の末日までに、

年額を納入するものとする。  
 

（JAIRO Cloud 利用料金の納入）  
第６条 JAIRO Cloud を利用する会員は、利用開始後、および、継続の場合は毎年、協会

の事務局が指定する期日までに当該年度（４月１日から翌年３月３１日までをいう。）

の JAIRO Cloud 利用料金の全額を納入するものとする。 
２ JAIRO Cloud 利用料金の分納は、認めないものとする。 
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３ JAIRO Cloud 利用料金は、協会の事務局が指定する金融機関に振り込むものとする。 
４ 年度の途中から利用を開始した場合は、原則として、利用が承認された翌月の末日ま

でに納入するものとする。  
 
（支援金） 

第７条 会員及び会員以外の個人または団体が会費以外の負担（「支援金」という。）を希

望する場合は、運営委員会の承認を受けるものとする。 
２ 運営委員会委員長は、前項の事実が発生した場合には総会において報告を行うものと

する。 
 
（会費の管理） 

第８条 会費および支援金の管理は、協会の事務局を置く国立情報学研究所において行

う。 
 

附 則 
この規程は平成  年  月  日から施行する。 
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別紙１ 
１．第２条第１号の基本会費は、次の表１のとおりとする。  
 

表１ 基本会費 
 

区分 構成員数 会費額（年額） 
Ａ    1 ～    600 人 20,000 円 
Ｂ  601 ～ 1,100 人 40,000 円 
Ｃ 1,101 人～ 60,000 円 

 
1）本表における「構成員数」とは、当該の利用機関に所属する「常勤の教員（大学・

短期大学・高等専門学校以外の機関においては常勤の研究者）」 の人数とする。 
2）常勤の教員・研究者を置かない機関にあっては、区分Ａの会費を適用する。  
3）年度（４月１日から翌年３月３１日までをいう。）途中で入会した場合も、年額の全

額を基本会費とする。 
4）次年度以降、引き続き会員資格を継続利用する場合は、当該年度ごとに年額の基本

会費を支払うものとする。  
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別紙２ 
１．第２条第２号の JAIRO Cloud 利用料金は、次の表２のとおりとする。  
 

表２ JAIRO Cloud 利用料金 
   

区分 構成員数 
JAIRO Cloud 

利用料金（税抜き・年額） 
１     1 ～  100 人   40,000 円  
２   101 ～  200 人   80,000 円  
３   201 ～  300 人   120,000 円 
４   301 ～  400 人 160,000 円 
５   401 ～  500 人 200,000 円 
６   501 ～  600 人 240,000 円 
７   601 ～  700 人 280,000 円 
８   701 ～  800 人 320,000 円 
９   801 ～  900 人 360,000 円 
１０   901 ～  1,000 人 400,000 円 
１１ 1,001 ～  1,100 人 440,000 円 
１２ 1,101 ～  1,200 人 480,000 円 
１３ 1,201 ～ 1,300 人 520,000 円 
１４ 1,301 ～ 1,400 人 560,000 円 
１５ 1,401 ～ 1,500 人 600,000 円 
１６ 1,501 人～ 640,000 円 

 
 
1）本表における「構成員数」とは、当該の利用機関に所属する「常勤の教員（大学・

短期大学・高等専門学校以外の機関においては常勤の研究者）」 の人数とする。 
2）常勤の教員・研究者を置かない機関にあっては、区分１の利用料金を適用する。  
3）年度（４月１日から翌年３月３１日までをいう。）途中で利用開始となる場合には、

利用開始月の翌四半期から当該年度末までの四半期ごとに上記の料金の４分の１を乗

ずる額の合計額を年間定額料金とする。１円未満の端数が生じる場合は、これを切り

捨てる。 
4）次年度以降、引き続き本サービスを継続利用する場合は、当該年度ごとに年額の利

用料金を支払うものとする。  
5) 国立情報学研究所は、本料金表の額に、消費税を加えた額を請求する。 



平成28年度機関リポジトリ推進委員会作業部会、タスクフォース活動計画（案）

[作業部会]（常設）
担当協力員 概要 主な活動内容

副主査
1 研修 直江　千寿子　 機関リポジトリ講習 ・機関リポジト新任担当者研修の企画及び実施

船山　桂子
鈴木　雅子
中谷　昇
花﨑　佳代子
加川  みどり
尾崎　文代

2 JAIRO Cloud 運用 船山　桂子 ユーザー要望とりまとめ ・JAIRO Cloud参加機関にアンケートを実施し機能改善を検討するとともに、
尾城　孝一 中原　由美子 　　これからの機関リポジトリシステムに必要な機能の整理・検討を実施

前田　朗 JAIRO Cloud移行サポート（DOI登録サポート） ・JAIRO Cloud移行済み機関の経験を蓄積・共有する枠組みの検討及び構築
常川　真央 コミュニティ活性化 ・JAIRO Cloudコミュニティサイトの掲示板の運営に積極的に参加

加川  みどり SCPJのシステム移行
・SCPJシステムの移行影響範囲と対策、必要経費等に加えて、移行後の運営体制についての明確
化

3 広報 中原　由美子 国際担当（COAR、OR、IDCC、中国）
・機関リポジトリ関連の国際会議対応
・アジアにおけるOA普及・啓蒙を推進するための活動への寄与

山本　和雄（国際） 松野　渉 イベント（図書館総合展） ・第18回図書館総合展のフォーラムの企画・運営
関澤　智子 広報 ・ウェブサイト等による委員会活動の周知
鈴木　雅子
花﨑　佳代子
尾崎　文代
中谷　昇

[タスクフォース]（期間限定プロジェクト）
担当協力員 概要 主な活動内容

副主査
1 メタデータ検討 佐々木　翼 次期メタデータスキーマ策定 ・国際動向を踏まえたうえで、次期スキーマ案を策定し、パブコメを経て確定

香川　朋子 サービスイメージの提示 ・各大学におけるケーススタディの策定、テストデータの作成
前田　朗 ・NIIにおけるCiNii for Dataのプロトタイプの開発
南山　泰之 各種ガイドラインの整備 ・次期スキーマ対応のメタデータ作成ガイドラインの作成（junii2ガイドラインの改定）
大園　隼彦 ・ IRDB (JAIRO)データ提供機関のためのDOI管理・メタデータ入力ガイドラインの改訂
林　豊

2 研究データ 前田　翔太 RDMトレーニングツール ・RDMトレーニングツールの試作と年度内の公開
山地　一禎 南山　泰之 ・研究者も含めた意見募集を行い、試作ツールを改良

三角　太郎 ケーススタディによる研究データ管理ノウハウ ・運用プラットフォームとして機関リポジトリへの既存データベース登録の可能性を模索
天野　絵里子 　の蓄積 ・極地研で実験的に取り組んでいるデータジャーナルの課題整理
大園　隼彦 ・データジャーナル出版ノウハウの蓄積
西薗　由依

3 論文OA 佐々木　翼 OA方針策定支援 ・OA方針の雛形を完成し、公表
菊池　亮一 関澤　智子 OA実施支援 ・OA方針策定済み大学におけるワークフローの調査し、公表
高橋　菜奈子 直江　千寿子 ・研究者DB連携機能(researchmap連携機能）を開発、実証実験の実施
島 文子 菊谷　英司 OA評価・トラッキング ・OAモニタリングシステムの開発、特定の集合におけるOA率の算出

青山  俊弘
今井　敬吾
林　豊
上原　藤子

4 指標・評価・メトリックス 五十嵐　健一 IRDBコンテンツランキング ・IRDBコンテンツランキングシステムの検証と公開
佐藤　翔 常川　真央 アクセス統計提供サービスの開発 ・IRDBコンテンツ分析システムを自機関のアクセス統計と機関横断のアクセス統計が確認出来るよう

青山  俊弘 アクセスログ解析
・JAIRO Cloudのアクセスログの解析（IRDBコンテンツランキングとアクセス統計提供サービスの開発
へのフィードバック、・機関リポジトリの利用行動把握、・ アクセスログを用いたサービスや機能の検

川村　拓郎
5：完了 COAR Asia 香川　朋子 立ち上げ

西薗　由依
山地　一禎

名称

名称 主査

高橋 菜奈子

森　一郎

主査

山本　和雄

江川　和子

富田 健市

尾城　孝一

尾城　孝一
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平成 28 年度機関リポジトリ推進委員会作業部会、タスクフォース予算（案） 
 
 
作業部会 

名称 予算額 

研修 300 千円 
JAIRO Cloud 運用 300 千円 
広報 1,780 千円 

 
タスクフォース 

名称 予算額 

メタデータ検討 560 千円 
研究データ 740 千円 
論文 OA 1,700 千円 
指標・評価・メトリックス 820 千円 
COAR Asia 0 千円 

 
その他 

名称 予算額 

設立総会 400 千円 
第一回総会 400 千円 

 
合計 

 予算額 

合計 7,000 千円 
 
 

※ COAR Asia タスクフォースは、既に COAR Asia が立ち上がったことをもって、

その役割を完了しているため、予算配分を行わない。 
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